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0

2

4

6

8

10

12

2013年 2014 2015 2016 2017

前年比、％

2017/4-6　+5.7％

OECD景気先行指数

98.0

98.5

99.0

99.5

100.0

100.5

101.0

101.5

2013年 2014 2015 2016 2017

-2.0

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5
①指数（左目盛）

②対６か月前比（右目盛）

季調済
長期平均=100

2017/7　①99.7　②+0.2％

％

不動産賃料

0

50

100

150

200

250

300

350

2013年 2014 2015 2016 2017

ルピー

2017/4-6　225ルピー（≒3.5ドル）

（注）ﾑﾝﾊﾞｲ中央ﾋﾞｼﾞﾈｽ地区における平方ﾌｨｰﾄ当たり月額賃料。

グラフで見るインド経済 2017 年 10 月号（Ｎｏ．９４） 

インド景気には持ち直しの動きが現れている。まず、企業部門では、８月の輸出が前年比+１０．３％と４か月ぶ

りの高い伸びとなった。９月の製造業ＰＭＩも５１．２と２か月連続で中立水準の５０を上回り、製造業の景況感も緩

やかに改善している。次に、家計部門をみると、８月の新車販売台数は前年比+１３．８％と２か月続けて２桁の伸

びを維持した。インド準備銀行（中央銀行）が８月２日に１０か月ぶりの利下げに踏み切る（６．２５％→６．００％）

なか、物品サービス税（ＧＳＴ）の導入（２０１７年７月）に伴う混乱の影響が薄れているとみられる。 

【今月のトピック：景気テコ入れのため政府は財政出動を検討】 ４～６月期の実質ＧＤＰ成長率は前年比５．７％増と、

１３四半期ぶりの低水準に下落。関係筋によると、成長率の低迷に直面したインド政府は、総額５，０００億ルピー(約

８，７００億円)規模の財政出動の検討を進めている。対策の内容としては、①不良債権問題を抱えている銀行に対する

公的資金の投入、②為替高の悪影響に苦しむ輸出業者に対する支援、③高額紙幣の廃止や物品サービス税の導入

による悪影響を受けた零細中小企業向けの対策、④交通インフラ投資の積み増し、などが盛り込まれる模様である。 

（出所）インド準備銀行、インド統計・計画実施省、ＯＥＣＤ、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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鉱工業生産指数
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グラフで見るインド経済 2017 年 10 月号 

（出所）インド統計・計画実施省、インド商工省・同経済諮問部・同通商情報統計局、インド自動車工業会、インド準備銀行、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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